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　2010 年、国内総生産における農業総生産の割合は戦後の 9 パーセントから 1
パーセントへ、また農業就業者の割合は農地改革直後（1950 年）の 45 パーセン
トから、2010 年には 3.4 パーセントまで年々縮小している。日本農業の縮小と
共に、農産物海外依存度は高まっており 2010 年の農産物輸入額は、538 億円 ( 総




















































































第 3 章　TPP と日本農業
　
第 1 節　TPP 参加による日本農業への影響
　環太平洋パートナーシップ（TPP）交渉参加国の規模は世界経済の約 3 分の 1
を占める経済圏であり、少子高齢化などにより国内市場の縮小が見込まれる日本
は、TPP を通じてアジア太平洋地域の経済成長を取り込むことが重要である。
　2013 年 3 月、政府は、TPP による関税撤廃の経済効果について政府統一試算
を公表した。この試算では、“ ①関税撤廃の効果のみを対象とする、②関税は全
て即時撤廃する、③追加的な国内対策を計算に入れない ”（内閣官房 HP）とい
う仮定のもと、2013 年 3 月時点の TPP 交渉参加国 12 か国が関税を全て撤廃し
た場合の経済全体への効果と農林水産業の国内生産額への影響を算出した。この
試算により、“ 関税撤廃に伴い、農林水産物の生産額が 3.0 兆円減少するものの、
その生産減少額も含めたトータルの数字として、日本経済全体では、実質 GDP










業とする」と主張し、5 年後の 2018 年度に生産調整（減反）を廃止する方針を
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